
(2)今後の方向性

公立保育園での混合枠児童の受入れにも限界があるので、民間園への受入
れの拡大は不可欠である。

混合枠児童やその他発達に何らかの問題を持つ児童を対象とした、巡回指導をおこ
なっているが、平成２７年度は延べ1,800人を対象とした巡回を実施している。混合枠児
童等の入園は年々、増加している中、保育者の対応の向上への効果につながってい
る。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

混合への申請が増える中、受け入れる保育園を増やしていけることが当面の
課題である。特に５歳児の入園は、すでに多く入園しているため、難しくなって
いる。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況
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理由
混合保育、民間保育園が対象の障害児補助金ともに、申請が年々増加してい
る状況にあり、発達に何らか問題を持つ児童は、今後も増加していくと考えられ
る。現状
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(複数選択可）

継続

障害児補助金の申請児童の観察保育等を進めている。混合保育児童は昨年度よりもさ
らに増加しており、公立園では、ほとんどの園で、６名以上の混合枠児童が在園してい
る状況にある。
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実 績 231 253

混合保育審査会・及び補助金対象児と
判定された児童数

目標達成状況 ％ 達成率 95 91

　 項目名 項目説明

成果指標 対象となった障害児数

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています
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項目名 項目説明
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公立保育園混合枠受入れ数 公立保育園　混合保育入園児童数

民間保育園・幼稚園の補助対
象児童数

障害児保育補助対象児童数

受入れ施設数 認可園・民間幼稚園数
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21.42 人 185,497
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（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

認可保育園・私立幼稚園 平成
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障害のある児童を健常児と共に保育をして、お互いの成長の促進をさせるための事業。平成２４年度から障害児保育事業と障害児補助事業を１本化した。

予算現額

27 園

園

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

所沢市子ども・子育て支援事業計画

昭和５５年厚生省の指導で、保育に欠ける障害児の保育園での受入れを推進する方針が示された。これを受け市立保育園では障害を有する園
児の保育を実施した。

総合計画の体系 章 健康・福祉 子どもの育成支援の充実

40

→

事業の種別

子ども支援節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

終了年度 年度

保育幼稚園課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 育成グループ

■ □ □

年度

法定受託＋附加

事業コード
障害児保育事業

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

070507
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②
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関連・類似事業

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

部課コード 706000 ℡ 2998-9126

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 55.06

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

①障害を有するが、健常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進されると混合保育入園審査会で判定された児童。
②民間保育園（公設民営を含む）・民間幼稚園から対象児童の状況を添付した交付申請書が提出され、観察保育を実施し補助金交付の適否を決定する。
③補助金は障害児担当保育士等の雇用費として対象障害児一人当たり月額
　・保育園（特別児童扶養手当受給対象児童、混合保育対象児童）94,000円、・保育園（その他）80,000円
　・幼稚園21,300円
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※「財源内訳」について 


